
大林組技術研究所報 No.83 2019 

 

特集「可視化技術」 
解説 

可視化技術 

Visualization Technology of Construction Field 

畑 浩二    Koji Hata 

 

１．はじめに 
 
 「良く，廉く，速い」は，大林組創業以来の歴史の中で受け継がれてきた精神「三箴（さんしん）」である。最良の建造物を創り出す

ために，廉く（＝安く），速いを必要不可欠な条件とし，生産性向上へと繋げていくことになる。生産性向上とは，組織が保有する技術

や知識を活用し，可能な限り小さな投資で最大の成果を生み出すことを目標とする。類似の表現に業務効率があるが，こちらは従来業務

の低コスト化や，時間短縮に注力することを意味する。したがって，上述した三箴は，生産性向上を目指す決意の言葉と解釈できる。 

 総務省の平成30 年版情報通信白書 1)によれば，2008 年の1.28 億人をピークに，我が国の総人口は減少に転じ2053 年には1 億人を下

回ると予想されている。また，15歳から64歳の生産年齢人口は，現在の約60%から52%まで下がると予想されており，生産性向上は企

業存続のみならず，我が国の死活問題にまで影響すると示されている。ひるがえって，建設業界を俯瞰すると既に高齢化や人材不足は顕

在化しており，生産性向上は待った無しの状況にあると言える。 

生産性を向上させるために企業が行うべき施策は種々ある。例えば，最新機材の活用，人材育成や最適配置，業務内容の正確な把握な

どである。とりわけ，生産現場では，業務内容を効率良く短時間で把握することで意思決定の迅速化が見込める。そのためには，発注者

と受注者間でPDCAサイクルを共有化し，さらには業務内容や成果を可視化することが最も有効な手段と考えられる。昨今，「見える化」

という表現が多用されているが，派生的に生じた造語であるため，本解説では「可視化」で統一し，論を進める。 

可視化とは，人間が直接「見る」ことのできない現象・事象・関連性を見ることができる形に変換する事である。見えないもの，見え

なかったものを見えるようにするほかに，1次元から2次元，2次元から3次元さらには時間軸を加味した4次元のような高次元へ拡張

した工夫も範疇に入る。その結果，関係者間で現象・事象・関連性の共有化が進み，意思決定が迅速になる効果を生む。例えば，航空機

やスポーツカーにおける翼やボデー周辺における空気の流れがわかれば，空気抵抗を極力抑えた形状が提案でき，引いては使用燃料の削

減に役立つかもしれない。従来，この種の可視化技術は風洞実験で培われてきたが，近年ではコンピュータの飛躍的な進歩に伴い数値解

析が取って代わろうとしている。そこで，今回の技術研究所所報の特集では生産性向上に深く関わる「可視化技術」を取り上げる。２章

では，ICT（Information and Communication Technology）やAI（Artificial Intelligence）の利用が可視化に如何に繋がっているのか，また如何

に発展するのかを概説する。３章では，建設業に焦点を当て可視化の取組み状況を俯瞰する。４章では，特集号論文，特集号報告および

特集号技術紹介で示した大林組の最新技術に加え，保有する技術も加味して可視化技術を総括する。 

 

２．ＩｏＴ，ＡＩ時代における可視化

技術の展開 
 
内閣府は第 5 期科学技術基本計画 2)の中

で，未来社会のコンセプトとして Fig. 1 に

示すSociety 5.0（超スマート社会）を提唱し

ている。人間社会の基盤は，狩猟に始まり，

農耕，工業そして情報に推移しており，それ

ぞれSociety1.0からSociety4.0を割付けてい

る。現行の情報社会であるSociety4.0でも，

デジタル化や ICT 化は進んでいるが，知識

や情報が共有されず分野横断的な連携が十

分ではないと考えられている。そこで，次世

代のSociety5.0では，IoT（Internet of Things）

で全ての人とモノを繋げることで知識や情

報が共有され，新たな価値の創造に寄与し

たり，AIにより今まで人間が考えつかなか

った解決方法が導き出されることが期待さ

れる。そのためには，現実空間（以下，フィ

 
Fig. 1 Society5.02) 

Future Society Concept 
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ジカル空間）と仮想空間（以下，サイバー空間）の融合が必要不可欠とされている。Fig. 2に示すように，Society4.0でもフィジカル空間

とサイバー空間の融合に着目し，SF映像では既に仮想現実（以下VR：Virtual Reality）が違和感なく使用されている。また，現実風景に

デジタル情報を重ねる拡張現実（以下AR：Augmented Reality）や，逆に仮想風景に現実情報を重ねる複合現実（以下，MR：Mixed Reality）

も展開されてきた。しかし，多くの場合，利用者がフィジカル空間に蓄積される膨大なデータに自らアクセスし，分析・整理をするのが

普通である。一方，Society5.0 では全てのデータがフィジカル空間からサイバー空間に集約され，AI による分析や解析を想定している。

フィジカル空間での実データは，ますます増大する傾向にあり，これらを人間が分析・分類するには既に限界にきている。そこで，人間

の処理能力を超えたビックデータに関しては，AI を活用するというシナリオが考えられている。Society4.0 から Society5.0 への推移の中

で，最大の要点は，人間による分析からAIによる分析への変革とも言える。 
一方，世界に目を向けると，ドイツの Industrie4.03)を筆頭に，イギリスのHigh Value Manufacturing4)，中国の中国製造20255)，アメリカ

のSmart America Challenge6)などがスマート社会構想を謳っている。いずれも，フィジカル空間とサイバー空間の融合を示唆し，IoTやAI

をベースにした取組みが加速される勢いにある。このような現状を踏まえると，単なる図表やテキストデータで現象を解説し，情報の共

有化を図る技術はもはや過去のものになりつつあると言っても差し支えない。VR からAR へ，そして革新的な画像処理やAI へと，分

析結果をより高度でかつリアリティーに富む可視化へと繋げることが，今後の技術展開の核になると考えられる。 

 
３．建設業における可視化の取組み 
 
 経済財政白書 7)では，景気回復期間は戦後最長

に迫り GDP が大きく増加している反面，経済の

基礎体力や潜在成長率の伸びが十分追いついて

いないと指摘している。そのためには，企業の労

働生産性を高め，人手不足に対応する賃上げの動

きをさらに加速させかつ継続することの重要性

を説いている。同様に，情報通信白書 1)では，具

体的に15歳から64歳の生産年齢人口が，現在の

約60%から52%まで下がると予想し，人手不足に

拍車がかかることを示唆している。いずれにし

ろ，我が国の発展は人手不足解消にかかっている

と言っても過言ではない。 

 人手不足の実態と労働生産性の水準を見ると，

人手不足感が高い業界では労働生産性の水準が

低い傾向にあると考えられる。高齢化が進む中，

若い人手の確保がままならない状況にあり，労働

生産性の向上が問題解決の糸口になるのは必然

である。とりわけ，建設業界での就労年齢を俯瞰すると，高齢化は著しく進行し，人材不足は顕在化している。どの工種を見ても，人手

不足が顕著であり，要員確保のため単価アップとのいたちごっこである。このような観点から，人手不足問題を改善し労働生産性を向上

させるためには，Society5.0で提示する IoTやAIの新たな技術領域に関する経験や知識を獲得し，システム開発を通しての実用化展開が

切り札になると言える。つまり，他産業以上に，建設業ではフィジカル空間とサイバー空間の融合を強力に推し進めることが重要と考え

られる。 

 2016年10月12日，国土交通省が有識者による建設産業政策会議を開催し，日建連（日本建設業連合会），全建（全日本建設技術協会），

全中建（全国中小建設業協会），建専連（建設産業専門団体連合会），日空衛（日本空調衛生工事業協会）および住団連（住宅生産団体連

合会）から「10年後を見据えた建設業のあり方 8)」について答申された。その中で，10年後の建設業における克服すべき課題，施工体制

のあるべき姿および大きな技術変化に関して，ICT 技術の活用，ロボットの実用化促進，AI 処理による全体最適化などが提示されてい

る。根幹は，上述したSociety5.0に繋がるものであり，最新の IoTやAIを積極的に活用し，企業経営変革や働き方改革を推進しようとす

る動き，すなわち i-Constructionの推進が垣間見える。行き着く先は，生産性向上であり，安全安心，工期短縮，工費削減にも繋がること

を意味する。種々の技術開発が推進されているが，分析・解析した結果を発注者に理解してもらわなければ価値は高まらない。可視化は，

その最たる工夫である。超高層ビルにおける地震や風による挙動を3次元的かつ時系列で表現することで，構造，使用材料，施工法の最

適化が進んでいる。BIM/CIM（Building Information Modeling/Construction Information Modeling & Management）では，構造系に意匠系，さら

には地盤系を含めたトータルでの可視化の方向性が見て取れる。コンクリートを初めとする材料系では，外力に対するひずみやき裂の発

現や進展を明らかにするため，高度な画像処理技術の活用が進んでいる。建物の外空間ではビル風，内空間では火災時の熱の流れなど，

感じることはできるが目に見えない現象を視覚化する工夫を施している。一方，基礎や地盤系では，地中の中身をもともと感じることも

目にすることができない。そのため，弾性波や音響などの技術によって視覚化する取組みも行っている。 

 

 
Fig. 2 フィジカル空間とサイバー空間の融合 2) 

Fusion of Physical Space and Cyber Space 
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４．大林組の可視化技術 
 

Society5.0が提唱される以前から，大林

組は ICTを積極的に活用し，生産性向上

を目指した技術開発を推進してきた。多

くの先駆的な研究や開発で得られた経験

や知識が，Fig. 3に示す大林組の主な開発

技術 9)に繋がっている。これら開発技術

はSociety5.0 と連関させ，11 分野から構

成される。これら全ての分野において，

可視化は重要な役割を演じる。例えば，

「スマート生産システム」における植物

工場では，工場内の温湿度変化に伴う気

流解析によって植物育成の制御を可能に

している。また，「効率的で効果的なイン

フラ維持管理・更新の実現」では，測量

等で得られる多数の点群情報を如何に効

率よく 3 次元描画し発注者との情報共有化を促進させることに注力している。これら技術を開発するに際して，AI 画像解析例えば 10),11)，

BIMの発展形であるSCIM（Smart City Information Modeling）12)および建物に関するあらゆる情報を集約したプラットフォームBIMWill®13)

を基盤技術とし推進する。これらの技術分野を踏まえ，今回の研究所報では特集号論文 14 編，特集号報告 1 編と特集号技術紹介 4 編

（Table 1参照）を掲載した。表中，各技術の目的，使用されるシーン，手法によって分類した。 

・分類Ⅰ（目的） ：工費削減，工期短縮，品質保証，安心・安全，技術提案 

・分類Ⅱ（シーン）：計画，調査，設計，施工，計測，維持管理，研究段階 

・分類Ⅲ（手法） ：FEM，粒子法，CAD，BIM/CIM，ロボット，AI，クラウド，センサ，画像処理 

 
大林組技術研究所では，大別して5つの研究分野がある。生産技術系ではコンクリートなどの材料・施工全般を，構造技術系ではコン

クリート構造・鋼構造，耐震・振動制御全般を，自然環境技術系では緑化，バイオ，土壌浄化と廃棄物全般を，都市環境技術系では音響，

電磁，風，屋内環境，人流制御全般を，そして地盤技術系では地盤・岩盤，地震動，建物基礎全般の研究開発を担っている。それぞれの

研究分野において，生産性向上に関わる目的，使用されるシーンおよび手法は様々である。Table 1に加え種々な技術開発を行っているこ

とから，可視化に関係する革新的技術を以下概説する。  

Table 1 特集号論文，特集号報告，特集号技術紹介一覧 
List of Featured Papers, Featured Report and Featured Technology Introductions 

 

No. タイトル
分類Ⅰ

【目的】
分類Ⅱ

【シーン】

1 材料境界部の物理的化学的観察法の開発と模擬処分場供試体境界への応用 技術提案 研究段階 画像処理

2 コンクリート構造物のひび割れ幅計測法の開発 品質保証 研究段階 画像処理

3 外壁検査システム「ウォールチェッカー
®
」の開発 安心・安全 維持管理 ロボット

4 画像計測及び非線形FEMによるRC構造物のひび割れ性状評価 品質保証 計画 FEM 画像処理

5 安定液の自動測定技術の開発 工費削減 計測 センサ

6 化学イメージングセンサを用いたベントナイト間隙水のpH測定手法の開発 品質保証 計測 センサ

7 数値解析によるダウンバーストの流れ場の再現と数式モデルの構築 技術提案 設計 画像処理

8 矩形プールを対象としたスロッシング発生時の挙動評価技術 技術提案 設計 センサ

9 超高層建物を対象とした風揺れ居住性評価用風速に関する研究 技術提案 設計 センサ

10 ゾーンモデルを用いた大規模群集避難性状の予測 安心・安全 設計 画像処理

11 新型ボアホールレーダによる場所打ち杭の出来形の可視化 品質保証 計測 センサ 画像処理

12 既製コンクリート杭の支持層到達確認技術の開発 品質保証 計測 センサ AI

13 自走式孔内観察ロボットによる水平ボーリング孔内の可視化 工期短縮 設計 ロボット 画像処理 センサ

14 トンネル切羽前方探査による地山等級の三次元可視化 工期短縮 設計 BIM/CIM

1 三次元地層推定手法による地盤構造の可視化 工費削減 計画 BIM/CIM

1 AIによる免震基礎コンクリートの空隙自動検出手法 品質保証 研究段階 AI

2 地震後の建物安全性判定支援システム「ポケレポ
TM
」 安心・安全 計測 センサ クラウド

3 室内音響設計・騒音対策検討の可視化・可聴化技術 品質保証 設計 画像処理

4 深層学習によるトンネル切羽評価 品質保証 施工 AI クラウド 画像処理

分類Ⅲ
【手法】

特集号論文

特集号技術紹介

特集号報告

 
Fig. 3 大林組の主要な開発技術 9) 

Major Development Technologies 
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4.1  生産技術系における課題と可視化技術 

 生産技術系において，計画や施工段階で発注者や設計との合意形成を効率よく行うことが重要である。また，生産現場では機械と作業

員との接触事故防止の観点から，安全安心に寄与する技術開発に注力している。大林組の保有技術をTable 2に示す。 

技術名称 概要 

拡張現実ツール

「FutureShot®」14) 

タブレット端末の映像にサイズや表面素材の変更が可能な BIM モデルを配置し，現地の映像に重ね合わ

せて表示するAR技術 

自動品質検査システム 15) 
検査者が装着するステレオカメラの映像から施工管理者の位置・方向角情報を推定し，タブレット端末に

BIMモデルを重ね合わせて表示するMR技術 

AIを用いた工事進捗管

理システム 16) 

AI を用いて，工事写真から認識した工程情報をもとに現場全体の工事進捗状況をタブレット端末により

共有することができる技術 

作業員接触防止システム

「クアトロアイズTM」17) 

重機に取り付けた複数のカメラで撮影した画像からAI を用いて重機周辺への作業員の立ち入りを検知し

警報を出す技術 

 

4.1.1 拡張現実ツール「FutureShot」  リニューアル工事において，新設部材の収まりや見栄えを発注者や設計者と確認する場合や，

仮設物の種類や設置位置を専門工事会社と確認する場合など，現地でのイメージ（Photo 1 参照）を両者で共有することで円滑な合意形

成に役立つことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1.2  自動品質検査システム  現場監督の目の役割を担える技

術をコンセプトに開発されたシステム（Photo 2，Photo 3参照）である。

検査者が装着するステレオカメラの映像と IMU（慣性計測装置）の方

向角の情報から現場内における位置情報をVisual SLAM（カメラ映像

による自己位置推定技術）で計算し，この位置・方向角情報をもとに

タブレット端末上に BIM モデルを重ね合わせて表示する MR 技術で

ある。配筋検査では，検査者の位置・方向角情報から検査対象の鉄筋

が自動的に絞り込まれ，その名称が表示される。検査者は検査対象を

確認してから検査を開始できる。検査では，ステレオカメラで配筋の

点群データを取得すると，本数・径・ピッチ等が自動的に計測できる。

取得した配筋の点群データは，BIMモデルと重ね合わせて表示し，配

筋が正しく組まれているかを確認できる。 

4.1.3  AI を用いた工事進捗管理システム  集合住宅の内装仕上

げ工事に用いられる約 50 種類の内装資材を認識することができ，そ

こに写る資材の使用状況から内装仕上げ工事の進捗状況を全 11 段階

で推定することができる（Photo 4 参照）。工事写真に写っている資材

をAIにより認識し，この資材の割合をもとに仕上げ工事の進捗状況を推定する。現在は，集合住宅の内装仕上げ工事に用いられる約50

種類の内装資材を認識し，内装仕上げ工事の進捗状況を全11段階（断熱施工完了・LGS施工完了等）で推定し可視化することができる。 

Table 2 生産技術分野における可視化技術 
Visualization Technology to Resolve Construction Problems 

Photo 1 タブレット端末を利用した拡張現実ツール「FutureShot」 
"FutureShot" - An Augmented Reality Tool Using a Tablet Device 

(a) BIMモデル表示 (b) 改修前の状況（映像） (c) 改修後の状況（映像＋BIMモデル） 

Photo 2 自動品質検査システム 
Automatic Rebar Inspection System 

タブレット端末でBIMモデルと配筋の重なりを確認 
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4.1.4  作業員接触防止システム「クアトロアイズ」  重機と作業員の接触災害の防止を目的としたシステム（Photo 5参照）である。

クアトロアイズに搭載された複数のカメラで撮影した映像から，重機周辺の作業員と重機までの距離を認識する。これにより重機等に近

づいた作業員とオペレータに警報を発報したり，重機を自動停止させたりすることができる。また，電柱などを作業員として誤認識する

ことなく，屈んだ姿勢や大きな資材を運んでいる作業員の検知も可能である。 

 

  

(a) BIMモデルと配筋の重なりを確認 

Photo 3 自動品質検査システム 
Automatic Rebar Inspection System 

(b) 自動品質検査システムの使用状況 

Photo 4 AIを用いた工事進捗管理システム 
A Construction Progress Management System Using Artificial Intelligence 

(a) 内装工事中の工事写真 (b) 認識した資材ごとに着色した例 

Photo 5 作業員接触防止システム「クアトロアイズ」 
"Quattro Eyes " A Contact Prevent System 

(a) クアトロアイズの設置状況 (b) 作業員と重機までの距離を認識 
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4.2  構造技術系における課題と可視化技術 

構造技術系において，地震時における構造安全性や液状化の評価は極めて重要な課題である。また，海に面した地域での津波予測は避

難安全性の確保にも大いに役立つ。大林組の保有技術をTable 3に示す。 

 
Table 3 構造技術分野の可視化技術 

Visualization Technology to Resolve Structural Engineering Problems 

技術名称 概要 

画像計測と非線形 FEM による

RC構造物ひび割れ性状評価 18) 

地震によるRC構造物のひび割れ評価に，3次元画像変位計測とFEM解析によるひび割れの幅と長

さを集計したひび割れ面積を加えひび割れ性状を評価する技術 

地震後の建物構造安全性判定

支援システム「ポケレポTM」19) 

無線加速度計で記録された地震記録を自動的にクラウドサーバに送り，地震直後における建物の構

造安全性を判定するための支援情報を確認する技術 

建物地震被災度即時推定シス

テム 20) 

地震が発生した際に，建物地下または1階に設置された地震計とコンピュータによる応答計算を組

み合わせて，自動的に高層建物の被災度を推定する技術 

工事振動監視システム「ゆれ番

人®」21) 

工事振動を常時監視し，隣接する生産施設や近隣住民に対する振動許容値を超えそうな場合に，警

報を発信して振動障害を未然に防止する技術 

積荷・什器類の地震時挙動シミ

ュレーション 22) 

地震発生時に，倉庫の積荷や居室の機器や家具などのように，転倒や落下，移動をしてしまう物体

の挙動を予測するため，振動台実験をコンピュータ上で再現できる「数値振動台」技術 

地震被害予測システム「Quake 

Ranger®」23) 

地盤・構造物・各種設計地震動等のデータからインフラ施設の地震被害を簡易に予測し，結果を地

図上で面的に表示する技術 

津波避難シミュレーション 24) 
津波シミュレーションと避難シミュレーションを連動させ，地震発生から避難完了までの津波の遡

上と住民の避難の状況を評価し表示する技術 

繊維補強コンクリートの構造

性能推定 25) 

繊維補強コンクリートにおける，打設箇所に応じた部材の任意の位置における繊維の向きを評価し

表示する技術 

液状化地盤の三次元有効応力

解析手法 26) 

広範な密度の飽和砂の地震時から地震後までの過剰間隙水圧の蓄積，消散を表現する地盤構成モデ

ルを導入し，液状化地盤にあるRC製構造物等の非線形領域を含めた挙動を解析する技術 

 

4.2.1  画像計測  地震による RC 構造物の損傷は，主に最大ひび割れ幅で評価される。特に原子力施設など気密・水密性が重要な

RC構造物においては，ひび割れからの漏洩量を迅速に推定するために，ひび割れの総量を評価する必要がある。ひび割れの幅と長さを

集計して求めるひび割れ面積に着目し，3次元画像変位計測とFEM解析により視覚的かつ定量的に評価する手法を開発した。 

4.2.2  建物地震被災度即時推定システム＆ポケレポ  地震発生時に，建物管理者は避難指示等の要否を即座に判断する必要がある。

内外装材に覆われて目視確認できない建物構造の安全性を可視化する技術として，地震計などのデータを自動分析して安全性判定を支

援するシステムの開発が進みつつある。大林組では，1台の地震計とコンピュータによる応答計算を組み合わせた「建物地震被災度即時

推定システム」（Fig. 4参照）を保有している。さらに，無線加速度計とクラウドサーバの選択肢を加えることで，既存建物への導入コス

トの削減を図り，複数建物のデータ管理を容易にした「ポケレポ」（Fig. 5参照）を開発中である。 

 

 

 
Fig. 4 建物地震被災度即時推定システム 

Instantaneous Estimation System of Structural Damage 

 
Fig. 5 地震後の建物構造安全性判定支援システム「ポケレポ」 

Building Safety Judgement Support System after Earthquake "Pocket Repo" 
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4.2.3  ゆれ番人  精密機械工場などの建設工事では，稼働中

の既存棟に近接した敷地で新棟建設や増改築を行うケースが多

く，工事振動が既存棟の製造装置に悪影響を及ぼさないように配

慮しなければならない。敷地境界の振動レベルを表示するだけの

装置は広く普及しているが，工事振動監視システム「ゆれ番人」

（Fig. 6参照）の特長は，独自の手法で工事による振動と周辺環

境からの振動を切り分け，周波数ごとに振動許容値をきめ細かく

設定し，工事現場に注意報や警報をフィードバックできる点にあ

る。警報は回転灯やブザーで現場内に発信するほか，電子メール

の自動送信機能により現場職員やオペレータなど複数の関係者

に一斉伝達することも可能である。 

4.2.4  積荷・什器シミュレーション  地震被害に対するBCP

対策を立案するにあたり，倉庫に保管された積荷や製造中の製

品，医療施設の機器や什器など，転倒や落下・移動を伴う物品の地震時挙動を把握することが重要となってきている。振動台実験で全て

のパターンを網羅するためには莫大な費用と時間が必要になるため，剛体物理解析という手法を用いて，振動台実験をコンピュータ上で

再現する「数値振動台」システム（Fig. 7参照）を開発した。実際の振動台実験と異なり，手軽に多数の実験ケースを実施することが可

能で，視点の移動・回転や一時停止・コマ送りにより実験結果を詳細に検討し，地震時の事業継続計画（BCP）に有効活用できる。 

4.2.5 地震被害予測システム「Quake Ranger」  あらかじめ読み込んだ地盤・構造物・各種設計地震動等のデータから，地盤の揺れ

やインフラ施設（土木構造物）の地震被害を簡易に予測するシステムである（Fig. 8 参照）。任意の想定地震動と評価対象地域を選定す 

      
Fig. 7 積荷・什器類の地震時挙動シミュレーション 

Physics Simulation of Stacked Cargoes and Furniture due to Seismic Motion 

      
(a) 地表面（G.L. －0m）の最大応答加速度分布    (b) 地下10m（G.L. －10m）の最大応答加速度分布 

         
 (c) 液状化による地盤沈下の予測             (d) 線状構造物の被害予測例 

Fig. 8 地震被害予測システム「Quake Ranger」による評価結果 

Distribution Maps of Ground Behavior Evaluated by "Quake Ranger" 

 
Fig. 6 工事振動監視システム「ゆれ番人」 

Construction Vibration Monitoring System "Yure-Bannin" 
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ることで，地表面だけでなく地下の任意の深さの最大加速度・速度・地盤ひずみの分布や，液状化危険度・液状化による各種地盤被害の

分布，構造物の被災度を予測することができる。地理情報システム（GIS）の利用により，予測結果は地図上に表示される。また，地震

リスク評価や事前対策の優先度の意思決定を支援するだけでなく，地震直後に実際に発生した地震動を入力すれば，早期に被災程度を把

握することも可能となる。BCPの策定や，発生後の迅速かつ効果的な点検，復旧の際にも役立つ。 

4.2.6  津波避難シミュレーション  津波遡上解析と避難解析を組み合わせ，ハード・ソフトそれぞれの面から対策効果を確認し，よ

り効果的な避難計画を策定することができる（Fig. 9参照）。具体的には，津波の遡上解析と人間の避難行動をマルチエージェントモデル

（自律的に判断行動する主体が複数存在するモデル）に組み込み，地震発生から避難完了までにかかる時間を予測する。地図上に津波の

遡上状況とともに住民が避難している様子が動画で示されることで，津波の遡上と避難の関係を直感的に把握することが可能である。地

域の特性（避難者の年齢特性や地形条件，避難時の移動手段など）を考慮した，より現実的なシミュレーションを通して，津波避難ビル

の配置や避難経路の設定・改善，住民や観光客への避難行動の啓発に活用する。 

4.2.7  繊維補強コンクリートの構造性能推定  繊維補強コンクリートは打設時の流動方向によって繊維の向きが変わり，この向き

によって部材の曲げ耐力に影響を及ぼす。このため耐力を把握するためには，実大部材を製作し載荷実験を実施するか，部材を切り出し

て引張強度を確認する必要があった。そこで，流動解析により繊維配向を推定し，その繊維配向を考慮した構造解析を実施することで部

材の構造性能を解析的に推定する（Fig. 10参照）。本技術を用いれば，載荷実験を実施することなく繊維補強コンクリートの曲げ性能を

評価し，品質が確認できる。  

 
Fig. 9 津波避難シミュレーション結果の一例 

Example of Tsunami Evacuation Simulation Results by Multi-agent Model 

   

(a) X線画像から抽出した繊維配向（実測） 

 

(b) 流体解析による繊維配向分布（推定） 

Fig. 10 繊維補強コンクリートの繊維配向と構造性能の推定 

Estimation of Fiber Orientation and Structural Performance of Fiber Reinforced Concrete 
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4.3  自然環境技術系における課題と可視化技術 

自然環境技術系において，施工時，施工後における品質管理・モニタリングによる施工不具合防止，芝の生育予測による構造物の設計

への反映，生態系ネットワーク評価による建設事業の付加価値向上などが大きな課題である。大林組の保有技術をTable 4に示す。 

 

Table 4 自然環境分野の可視化技術 

Visualization Technology of Natural Environmental Engineering Problems 

技術名称 概要 

pHイメージングセンサ 27) 
半導体シリコンを用いて，土質材料の間隙水pHの変化量を計測し，化学反応の程度・範囲をモ

ニタリングできる技術 

安定液自動測定技術 28) 場所打ち杭等で使用される安定液の性状を自動で連続的に測定できる技術 

ターフシミュレータ 29) スタジアム形状・気象条件等から芝の生長を予測できる技術 

生物の生息地評価モデル 30) 
都市部の小規模な緑地でも，定量的な評価に基づいて鳥が好んで訪れる環境の創出を行うことが

できる，当社独自の生息地評価モデルを活用した緑地設計支援技術 

マルチミスト 31) 
病院等における付着菌数の調査に基づき汚染リスクの高い場所を特定し，薬剤をミスト噴霧する

ことで細部まで短時間で効率的に部屋を除菌する技術 

 

4.3.1  pH イメージングセンサ  放射性廃棄物の地層処分で用いられる人工バリア材としてのベントナイトは，同じくバリア材であ

るコンクリート系材料からの高アルカリ浸出液により変質し，性能低下が懸念される。しかし，ベントナイト間隙水のpHを測定する技

術は現在世の中には無い。pH イメージングセンサは，LAPS（Light-Addressable Potentiometric Sensor，光をセンサ基板に照射することで

pH変化量を測定する）により土中の間隙水pH変化を可視化することができる（Fig. 11参照）。このpHの計測技術は，地層処分の安全・

安心に寄与するひとつの技術となる。 

4.3.2 安定液の自動測定技術  アースドリル工法などの場所打ちコンクリート杭等で使用される安定液は，その性能を維持するため

に，比重，粘度，砂分を管理する必要がある。これまで，安定液の性状は1日数回，断続的に測定されているが，不具合が発生した正確

な時刻や要因が特定できなかった。この課題に対して，安定液を連続的に自動測定できる技術（Fig. 12参照）を開発した。本技術により，

安定液の劣化兆候の早期発見や安定液性状を工事関係者間で情報共有でき，不具合による品質低下，工期遅延のリスクを回避することが

できる。 

4.3.3  ターフシミュレータ  サッカーの国際大会を開催するスタジアムでは観客席に屋根が備わっていることが条件となる。その

ため，低照度下でサッカーを対象にしたスポーツターフを育成する必要がある。本技術（Fig. 13参照）は「光合成モデル」と「生長モデ

ル」からなり，気象条件，芝の生育の初期状態を入力すれば芝の生長を予測できる解析プログラムである。これにより，任意のスタジア

ム形状，気象条件で芝種の選択，芝の生長・衰退の予測等を反映した設計が可能となる。また，既存のスタジアムおいて，芝の生育不良

の原因特定と解決策の提案が可能となる。さらに，スタジアム運用時の芝の管理法を評価し最適な計画を立てることができる。 

 

 

  

Fig. 11 pHの可視化の例 

Example of pH Visualization 

Fig. 12 安定液自動測定装置 

Automatic Measuring Apparatus for Stabilization Slurry

 

ポンプ

砂分
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IN安定液
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4.3.4  生物の生息地評価モデル  都市部の小規模な緑地を生物が好んで出現するように設計する際，緑地が生物の生息地に適して

いるかどうか詳細かつ直接的に評価することが重要である。本技術は，鳥が好んで出現する場所や移動環境を当社が独自に詳細調査した

結果に基づいて開発したモデルである。このモデルを組み込んだ緑地設計支援ツール（Fig. 14参照）を用いることで，都市部の小規模な

緑地でも，鳥が好んで訪れる環境を定量的に評価して創出することが可能となる。 

4.3.5 マルチミスト  O157やノロウィルス，インフルエンザなどの流行を背景に，医療・福祉施設や子供の利用が多い施設での接触

感染を予防するため，手すりや什器など環境表面の除菌ニーズが高まっている。本技術は薬剤を部屋の隅々までミスト噴霧することによ

り，細部まで手間なく除菌することができる。従来，除菌が必要となる場所特定はできておらず均一的な散布処理であったが，予め付着

菌数の調査を行うことで汚染リスクの高い場所を関係者間で情報共有（Fig. 15参照）し，必要な個所を短時間で効率的に除菌することが

可能となる。 

 

 
(a) スタジアム形状 

  

(b) 根の生育（kg/m2） (c) 葉の生育（kg/m2） 

Fig. 13 ターフシミュレータの解析例 

Analyzed Example of Turf Simulator 

 

 
 

Fig. 14 越冬期メジロの生息地評価モデルの適用例 

Application Example of Habitat Estimation Model for 

"Zosterops Japonicus" in Winter Season 

Fig. 15 ミスト除菌前後の付着細菌数結果例 

Result of the Number of Affixed Bacteria by Decontamination
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4.4  都市環境技術系における課題と可視化技術 

都市環境技術系において，対象となる構造物が受ける周辺環境の影響を評価するだけでなく，構造物それ自身が周辺に与える影響につ

いても評価することが求められる。大林組の保有技術をTable 5に示す。 

 

Table 5 都市環境分野の可視化技術 

Visualization Technology to Resolve Urban Environmental Problems 

対象 技術名称 概要 

風 

再現期間1年風速の予測 32) 
高層建物の風揺れ居住性能評価で必要となる再現期間 1 年風速を気象モデルによっ

て予測する技術 

突風シミュレータ 33) 
竜巻やダウンバースト（強力な下降気流によって生じる突風現象の一つ）をコンピュ

ータ上で再現する技術 

音 

CALMANDO® 34) 
騒音発生調査や数値シミュレーションにより，建物の様々な部位から任意の受音点へ

の寄与度を求める技術 

音ジャッジ® 35) 
敷地境界線上で騒音の来る方向を特定し，工事現場などで管理目標値を超えるような

騒音の発生源を特定する技術 

避難行動 

マルチエージェント避難シ

ミュレーション 36) 

MAS（Multi Agent Simulation）を用いて，エージェントに避難行動を再現させること

で設計時の避難安全計画を立案する技術 

ゾーンモデルに基づく避難

性状予測手法 37) 

スタジアムや超高層建築物などにおいて，大人数の避難を短期間で精度良く計画する

技術 

雪 
着雪範囲予測シミュレーシ

ョン 38) 
建物外壁への着雪範囲を予測する技術 

水 
矩形プールのスロッシング

評価手法 39) 

高層建物の上層階付近に計画されたプールを対象に，地震などで建物が揺れた際のス

ロッシング現象（プールの水面の振動と建物の振動が共振する現象）を予測する技術 

 

4.4.1  風の流れ  風の流れの可視化は，風洞実験と同等の予測を可能とする

CFD（Computational Fluid Dynamics：数値流体解析）の進化に伴い発達してきた。

代表例がビル風の予測を目的としたZephyrous®や，風荷重の予測を行うAerodyna®

である。風を受けた建物の挙動，特に超高層建物は強風時の風揺れによる居住性

能評価が計画時に課題となる。通常，再現期間1 年の風速（平均して 1 年ごとに

この風速よりも大きい風が吹くという閾値となる風速）を用いて行われる。ただ

し，地上での観測記録は風速計周辺の建物の影響を強く受けるため，建物の影響

のない上空風での評価が有効と考えられ，気象モデルを用いた予測手法が開発さ

れている（Fig. 16参照）。一方，近年ソーシャルメディアによる目撃例掲示の増加

とともに突風災害に注目が集まっている。突風災害の代表的な現象は竜巻である。

「突風シミュレータ」（Fig. 17参照）は，竜巻などの現象をCFDにより再現し，

その影響について検討するためのツールである。また，ダウンバーストと呼ばれ

る下降気流によって生じる突風現象についても検討を進めている（Fig. 18参照）。

従来，これらの現象は CFD による予測が主であったが，大林組技術研究所では

2019年の環境工学実験棟改修工事に伴いマルチファン型非定常気流風洞装置に竜

巻発生装置とダウンバースト発生装置（Photo 6）を導入し，PIV（粒子画像流速測

定法：トレーサー粒子とハイスピードカメラを用いた流体計測手法）などを用いた研究を予定している。突風現象の可視化技術は，現時

点では原子力発電所など限られた用途の建物計画に用いられているが，今後は病院や避難所など重要な建物への展開が見込まれる。 

Fig. 16 350m高さでの再現期間1年風速分布 
1-year-recurrence Wind Speed at 350m Above 

Fig. 17 突風シミュレータによる竜巻 
Tornado Like Flow Generated 

by Gust Wind Simulator 

Fig. 18 ダウンバーストの再現 
Distribution of the Wind Velocity 

for the Pulsed Moving Jet 

Photo 6 竜巻発生装置 
Tornado Generator 
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4.4.2  騒音対策  工場などの大きな音を発生する施設では，法令に定められた規制基準を下回るよう，敷地境界に影響する騒音を制

御する必要がある。そのため，これらの施設の運営では規制基準を満たすよう対策するだけでなく，将来の施設拡張や更新も視野に入れ

て，騒音レベルに対する余裕度を確保することが望まれる。「CALMANDO（カルマンド）」は騒音発生状況の現場調査や数値シミュレー

ションにより，建物の様々な部位から発生する騒音が任意の受音点への伝播する際の影響度を求めることができ，騒音対策の立案に効果

を発揮する（Fig. 19参照）。一方，「音ジャッジ」は，敷地境界線上で騒音の来る方向を特定するためのシステムであり，工事現場などで

管理目標値を超えるような騒音の発生源を特定するためなどに用いられる（Fig. 20参照）。 

4.4.3  避難行動  火災や自然災害などの非常時の避難行動も，計画時には重要な課題である。「マルチエージェント避難シミュレー

ション」はMAS を用いて，避難行動を再現させることで設計時の避難安全計画を評価するツールである（Fig. 21 参照）。避難に要する

時間や滞留の発生場所，混雑の解消時間等の避難性状の予測が可能となるが，大人数を対象とする場合には計算負荷が高くなり，検討に

時間を要する点が課題であった。そこで，避難者を群集としてとらえ，対象建物を複数の単位空間（ゾーン）に分割し隣り合うゾーンの

境界面における避難者の流出入を考える「ゾーンモデルに基づく避難性状予測手法」が開発された（Fig. 22参照）。この手法は，短期間

で結果を得られるだけでなく，滞留人数や各出口の通過人数の時系列データを得ることができ，全館避難予測に適する特長を有する。 

4.4.4 雪や水  「着雪範囲予測シミュレーション」は，建物の外壁への着雪範囲を予測できる（Fig. 23参照）。デザインや環境配慮を

目的としてルーバーや縦フィンなどの外装突起物を用いる際には，着雪後の氷塊の落下被害を予測し，効果的かつ経済的な対策が可能に

なる。高層建物の上層階付近に計画されたプールでは，地震などで建物が揺れた際の水が溢れ出す現象の評価手法（Photo 7 参照）が利

用される。東日本大震災のような長周期地震では，プールのスロッシング現象が生じることから，本予測技術が注目されている。 

 

  

Fig. 20 特定された騒音源（音ジャッジ） 
Realtime Detection of Noise Source

Fig. 19 騒音分布予測の例（CALMANDO） 
Prediction of Noise Distribution

Photo 7 加振時の水面の挙動（スロッシング評価） 
Behavior of Water Surface During Oscillation 

Fig. 23 着雪範囲の予測 
Evaluation of Snow Accretion on a Building 

Fig. 21 階段配置による避難状況の違い 
Effects of Stair Arrangement on Evacuation Situation 

Fig. 22 スタジアムでの避難時滞留ゾーン密度 
Distribution of Human Density in a Stadium 
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4.5  地盤技術系における課題と可視化技術 

地盤技術系において，対象となるのは直接見る事ができない地盤や岩盤である。そのため，ボーリングや弾性波探査などのデータを中

心に種々な補間・描画技術を駆使し可視化することが課題となっている。また，評価する深度によって適用技術が大きく異なる。そこで，

「国土交通省 大深度地下利用技術指針」40)の定義に基づき，地下40m 以深と基礎ぐい等の支持地盤上面から10m 以深の大深度を「深

い深度」，地上から30m～40m未満の深さを「浅い深度」と定義し，大林組の保有技術をTable 6に示す。 

 

4.5.1  地盤構造の可視化技術  建設工事においては，地盤調査を行ってその鉛直構造を把握することに加え，平面的に複数の地点で

調査を行って支持層の不陸など地盤構造の面的な広がりを把握することも重要である。三次元地層推定技術（Fig. 24参照）は，地層の三

次元モデルを生成し，杭と地層境界との立体的な関係を可視化する技術である。地層ごとの土質違いや，その不陸に由来するリスクを評

価し，適切な施工に役立たせる。 

  

Table 6 地盤分野の可視化技術 
Visualization Technology of Geotechnical Engineering Problems 

技術名称 概要 
主な適用深さ 

深い深度 浅い深度 

三次元地層推定技術 41) 
地盤ボーリング情報に空間補間を適用し，三次元的な地層構造面を生成する

技術 
○ ○ 

三次元亀裂分布可視化技術 42) 
岩盤中の潜在的なき裂や不連続面を観察や計測から抽出（走向傾斜）し，三

次元的な幾何学分布を表示するとともに，崩落可能岩塊を予測する技術 
〇  

ノンコア削孔切羽前方探査「トン

ネルナビ®」43) 
削孔機械データを基に地山の硬軟を評価し，破砕帯や地山分類を評価し表示

する技術 
○  

孔内観察カメラによる孔内直接

観察技術 44) 
ボーリング孔内をカメラで直接観察し，孔壁面を表示する技術 ○  

切羽崩落検知システム「ロックフ

ォールファインダー®」45) 
トンネル切羽の状態をカメラで監視し，画像認識技術により切羽崩落の予兆

を検知する技術 
○  

トンネルCIM46) 
設計時の地質データ，施工時の探査データ，計測・品質データ，現況地形・

地質データの各種情報を統合し三次元的に表示する技術 
○  

切羽AI10) 
現場で撮影した切羽画像をクラウド経由で解析し，AIにより岩盤強度，風化

変質，割目状況，劣化等を判定する技術 
○  

既製杭の支持層到達確認技術 47) 
既製杭施工時の機械掘削速度と積分電流値を併用することで地盤の硬軟を

評価する技術 
 ○ 

基礎構造物の施工時モニタリン

グ技術 48) 
光ファイバーセンサを用いてコンクリートの反応熱による温度上昇を計測

し，場所打ち杭のコンクリート充填状況を確認する技術 
 ○ 

新型ボアホールレーダ 49) 
地盤ボーリング孔に挿入する地中レーダで，地盤とコンクリートの境界面の

反射波をとらえ，場所打ち杭のコンクリートの出来形を確認する技術 
 ○ 

磁気探査による杭の支持層到達

確認技術 50) 
磁場を用いて杭の鉄筋を検出し，杭長を計測する技術  ○ 

 

Fig. 24 三次元地層推定技術 

Three-dimensional Soil Stratum Distribution Estimation 

地層境界

地表面

杭（BIM モデル）
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4.5.2  杭基礎の品質確認のための可視化技術  杭の施工管理においては，杭孔の掘削時に先端が構造物を支持する硬い地層に到達

したことを確認する必要があるが，地盤条件によっては地層境界の判別が困難な場合があり，その信頼性向上が課題である。また，杭な

ど地中に構築される構造体は，施工中や施工後に出来形を目視で確認できないため，品質の評価が困難であることも課題として挙げられ

る。「既製杭の支持層到達確認技術」は，従来から施工管理指標として用いられている積分電流値 51)に加え，地層の硬軟の影響を受ける

掘削速度や，掘削機の振動に基づく新たな指標を導入し，施工管理の精度を向上させる。「基礎構造物の施工時モニタリング技術」は，

場所打ち杭の鉄筋に光ファイバーセンサを配置し，フレッシュコンクリートと安定液の温度差およびコンクリート硬化時の温度上昇を

計測することで充填確認を行う技術である（Fig. 25 参照）。計測方式は，測点間隔1mm，温度分解能0.2℃の高密度計測が可能なOFDR

（Optical Frequency Domain Reflectometry：光周波数領域反射測定法）である。 

「新型ボアホールレーダ」は，杭の近傍に設けた試験孔（直径 200mm）にレーダを挿入することにより，杭表面の深度方向の形状を

計測する技術である（Fig. 26参照）。計測には0.6～3.4GHzの電磁波を用い，深さ5mまでの探査に対応する。従来，非破壊での評価が困

難であったコンクリート打込み後の杭の出来形確認技術として開発を進めている。一方，「磁気探査による杭の支持層到達確認技術」は，

杭の近傍に設けた試験孔に磁力計を挿入し，鋼管杭や鉄筋を検出することにより，杭の長さを計測する技術である。既存杭や地中埋設物

などを事前に把握することで，設計・施工の手戻りを無くし工事の円滑化に役立てられる。 

4.5.3  山岳トンネルの可視化技術  山岳トンネルの工事では，計画段階で実施されるボーリング調査や弾性波探査でも把握できな

かった地質構造が出現することが少なくない。不測の地質により安全面や，工費の超過や工期の遅延などが生じる場合がある。事前に掘

削する地山の地質構造や，崩落の危険の有無を予測できれば，設計や施工計画の見直しや，施工時の安全対策を講じることができる。以

下に山岳トンネルの可視化技術を概説する。「ノンコア削孔切羽前方探査（トンネルナビ）」は，ノンコア削孔時の機械データを元に地山

の状態を予測する技術である。弾性波探査やコアボーリングに比べて低コスト・短工期で地山評価ができるメリットがある。通常，探査

情報は 1 次元のヒストグラムで出力されるが，複数本の探査データを元に空間補完することで 2 次元もしくは 3 次元的な地質構造の予

 

Fig. 25 基礎構造物の施工時モニタリング技術: 光ファイバーを用いた場所打ち杭のコンクリート充填確認 

Foundation Structure Monitoring: Confirmation of Concrete Filling State using Optical Fiber Sensor 

 

 

 

(a) 新型ボアホールレーダ (b) レーダによる杭の出来形の可視化 
Fig. 26 新型ボアホールレーダによる杭の出来形確認 

Confirmation of Pile Shape using New Borehole Radar 

昇降装置

レーダ部

試験孔

杭
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測を可能にしている（Fig. 27参照）。「孔内観察カメラによる孔内直接観察技術」は，トンネルナビで削孔した孔内壁面をカメラで直接観

察することにより削孔機械のデータからでは得られない風化変質の度合いなどの情報を提供できる。したがって，トンネルナビの高付加

価値化となる技術である。 

山岳トンネル切羽での崩落事故を防止する技術に「ロックフォールファインダー」がある。この技術は，デジタルカメラによって常時

切羽を監視し，リアルタイム画像解析から切羽崩落の危険を検知し，施工時リスクを軽減する。同様に，「切羽AI」は切羽画像をAI に

よって評価する技術である。岩盤強度，風化変質，割れ目状況，湧水による劣化度合いなど全7項目で即座に判定し，岩盤判定に繋げる。

特長は，細分化した岩盤状態の判定（ヒートマップ表示）ができるため，通常の支保工選定評価に加え，局所的な不安定性を事前予測で

き，対策法選定に役立たせることが可能となることである。 

「トンネルCIM」は，設計から施工，維持管理に至る取得情報を一元的に管理し，施工時においては関係者間で共有化し意思決定の迅

速化に役立たせる。さらに，即座に設計・施工情報を引き出せるため，竣工後に生じた盤膨れなどのトラブルにおける原因究明に役立た

せることも可能である（Fig. 28 参照）。具体的には，設計時の地質データや当初支保パターンを取込んだ 3D モデルに，施工時の坑内観

察情報，各種データ，材料データ，修正支保パターン等を組み込み，情報を一元管理する。先のトンネルナビや孔内観察結果を取り込む

ことで，切羽前方の地質の硬軟や断層破砕帯の予測，崩落する可能性のある岩塊を掘削前に予測することが可能になる。 

  

 
Fig. 27 トンネルナビによる三次元地山評価例 

Bedrock Evaluation Analysis with the Tunnel Navigator 

 

Fig. 28 トンネルCIM 
Tunnel CIM 
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５．おわりに 
 

 今回の所報は，「可視化」をテーマに選定した。今後の建設業のあり方を考えると，生産性向上を目指したSociety5.0 の取組みは必

要不可欠であり，フィジカル空間とサイバー空間の高度な融合は避けて通れない。また，働き方改革も視野に入れると，発注者・施

工者間での効率的な情報共有化を推進することが労働生産性の向上に直結すると考えられる。そのため，大林組が研究開発している

可視化に関与した革新的な技術で特集を組んだ。構成は，特集号論文 14 編，特集号報告 1 編と特集号技術紹介 4 編である。さらに，

既に開発済みで実用化に達している過去の技術群を４章で追加的に概説した。これらの技術が，近未来の建設業における生産性向上

の起爆剤になれば幸いである。 

本解説文は，特集WGメンバーの協力を得て執筆した。 

・4.1担当：人見 尚，坂上 肇 

・4.2担当：石川理都子，加藤一紀 

・4.3担当：木村志照，藤井雄太，長野龍平 

・4.4担当：山口純一，染川大輔 

・4.5担当：下山真人，渡辺和博 
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